
 
 



 
 

編集後記：今年に⼊り、仙台では⽼舗の閉店が相次いでいます。令
和５年、昭和に換算すると、昭和 98 年・・⽼朽化、後継者の問題な
ど閉店の理由は様々かと思いますが、永い歴史を持つお店は、その
場所でしか体感できない独⾃の⽂化があるように思います。幕引き
は寂しい限りですが、⼼からの敬意と感謝を伝えたい⼼境です。 
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TOPICS 
令和４年障害者雇用状況と実雇用率算定方法の改正 

◆雇用障害者数、実雇用率が過去最高 

厚生労働省は、民間企業や公的機関などにおける、

令和４年６月１日時点の「障害者雇用状況」集計結

果を取りまとめ、公表しました。 

民間企業（障害者雇用促進法において義務付けら

れている 43.5 人以上の規模：法定雇用率 2.3％）の

雇用障害者数は、61 万 3,958.0 人（対前年比 2.7％

増、対前年差１万 6,172.0 人増）、実雇用率 2.25％

（対前年比 0.05 ポイント上昇）と、いずれも過去最

高を更新しています。 

また、法定雇用率達成企業の割合は、48.3％ 

（対前年比 1.3％増）となっています。 

なお、法定雇用率未達成企業は、５万 5,684 社で

そのうち障害者を１人も雇用していない企業（０人

雇用企業）は３万 2,342 社で、未達成企業に占める

割合は 58.1％となっています。 

◆精神障害者の雇用が増加 

雇用者を障害種別で見ると、 

身体障害者：35 万 7,767.5 人（対前年比 0.4％減）

知的障害者：14 万 6,426.5 人（同 4.1％増） 

精神障害者：10 万 9,764.5 人（同 11.9％増） 

特に精神障害者の伸び率が大きくなっています。 

その理由として、平成 30 年４月から精神障害者の

雇用が義務化され、雇用者は今も増加傾向となって

いることが挙げられます。しかし、精神障害者は、

身体障害者や知的障害者に比べて長時間安定して働

くことが難しく、職場定着率が低いことが課題とな

っています。 

◆短時間労働者の実雇用率算定方法の見直し 

そこで政府は、「短時間（週所定労働時間 20 時間

以上 30 時間未満）であれば働ける」という精神障害

者の就労機会を拡大するため、一定の要件を満たし

た場合に、従来１人あたり 0.5 ポイントとカウント

するところを１ポイントとカウントする特例措置を

設けました（令和４年度末までとされていたが省令

の改正で延長予定）。また、改正障害者雇用促進法

では、週所定労働時間が 10 時間以上 20 時間未満の

精神障害者、重度身体障害者および重度知的障害者

を雇用した場合についても、雇用率を１人あたり0.5

ポイントとしてカウント（予定）することとしまし

た（令和６年４月までに施行予定）。 

 

【厚生労働省「令和４年 障害者雇用状況の集計結果」】 
https://www.mhlw.go.jp/content/11704000/001027391.pdf 

【厚生労働省「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律等の一部を改正する法律案の概要」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/001000995.pdf 

 

         

                 

   

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付

金」および「緊急雇用安定助成金」が３月で終了します 

厚生労働省は、新型コロナウイルス対策として、休業

手当を受け取れなかった人を対象に導入した「新型コロ

ナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」の受付を、

令和５年３月末までの休業をもって終了すると明らかに

しました。また、休業手当の一部を補助する企業向けの

「緊急雇用安定助成金」の受付も、令和５年３月末まで

の休業をもって終了します。 

 雇用情勢が回復し、コロナ禍前と同様に人手不足感

が強まっていることなどを踏まえ、制度の打ち切りを決め

ました。利用されている方はご注意ください。 

◆新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

の申請対象期間および申請期限 

令和４年１０月～令和４年１１月に休業した場合の申

請期限は令和５年２月２８日まで、令和４年１２月～令和

５年１月に休業した場合の申請期限は令和５年３月３１

日まで、令和５年２月～令和５年３月に休業した場合の

申請期限は令和５年５月３１日までです。 

◆緊急雇用安定助成金の申請期限 

支給対象期間（１～３の連続する判定基礎期間）の末

日の翌日から起算して２か月以内です。申請期限を過

ぎた場合は、申請を受け付けることができません。郵送

またはオンライン申請による場合は、上記の日までに支

給申請書等が労働局・ハローワークに到達していなけ

ればなりませんので、ご注意ください。なお、令和５年 

３月３１日を含む判定基礎期間の申請期限は、令和５年

５月３１日まで（必着）です。 

詳しくは、下記ホームページをご覧ください。 

 
【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付

金受付終了のお知らせ」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001032016.pdf 

【厚生労働省リーフレット「緊急雇用安定助成金は、令和５年３月

31 日をもって終了する予定です」を掲載しました】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001030562.pdf 


